
問職員課☎（29）5036、水道局総務課☎（22）3711
市職員の給与・人事などの状況をお知らせします

住民基本台帳人口
( 令和７年１月１日現在 ) 歳出額 (A)   実質収支 人件費 (B) 人件費率

(B/A)
124,568人 789億1,709万2千円 10億7,630万2千円 116億301万3千円 14.7％ 

※特別職に支給される給料・報酬などを含む

(1) 人件費の状況（令和６年度　普通会計決算）

　給与の状況

　１．総括

　２．職員の平均給料月額・初任給の状況（令和７年４月１日現在）

職員数 (A)
給与費 １人当たり

給与費 (B/A)給料 職員手当 期末勤勉手当    計（B）
1,045人 42億2,055万7千円 7億7,348万4千円 17億1,556万3千円 67億960万4千円 642万1千円 

※職員数は令和６年４月１日現在の人数で、短時間勤務職員（再任用、任期付、会計年度 )を含まない
※給与費は短時間勤務職員（再任用、任期付）への支給額を含み、職員手当は退職手当を含まない

(2) 職員給与費の状況（令和６年度　普通会計決算）

区分 人数 平均給料月額 平均年齢

市職員
一般行政職 939人 335,617円 44歳９月
技能労務職 9人 344,956円 53歳７月

水道局職員 85人 331,511円 41歳

(1) 平均給料月額および平均年齢の状況

区分 初任給 ２年 10年 15年 20年

一般行政職
市職員

大学卒 227,500円 235,300円 283,600円 307,800円 332,500円
高校卒 196,200円 207,900円 254,300円 284,900円 309,100円

水道局職員
大学卒 227,500円 235,300円 283,600円 307,800円 332,500円
高校卒 196,200円 207,900円 254,300円 284,900円 309,100円

(2) 初任給および経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

　３．職員手当の状況

岩国市 国

支給割合
期末手当 　2.5月（1.4月） 　2.5月（1.4月）
勤勉手当 　2.1月（1.0月） 　2.1月（1.0月）

(1) 期末手当・勤勉手当（令和６年度支給割合）

※（　）内は再任用職員の支給割合
※職制上の段階、職務の級などによる加算
　措置あり

岩国市 国
自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 19.6695月 24.586875月 19.6695月 24.586875月
勤続25年 28.0395月 33.27075月 28.0395月 33.27075月
勤続35年 39.7575月 47.709月 39.7575月 47.709月
最高限度 47.709月 47.709月 47.709月 47.709月

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置　3 ～ 45％加算 定年前早期退職特例措置　３～ 45％加算
職員１人当たり
の平均支給額

           市職員　　：1,443万4千円
           水道局職員：2,276万7千円 －

(2) 退職手当（令和６年度支給割合）

市職員 水道局職員
支給職員１人当たり

の平均支給年額 9万８千円 9万１千円

手当数 22 ６

主な手当名称
 環境整備業務従事
 手当、 福祉施設業
 務従事手当など

 現場手当、 待機
 手当など

(3) 特殊勤務手当（令和６年度）
市職員 水道局職員

支給総額 4億3,281万5千円 1,184万7千円

職員１人当たり
の支給年額 37万7千円 12万2千円

(4) 時間外勤務手当（令和６年度）

手当名 区分 岩国市 国

扶養手当

配偶者 7級以下の職員　3,000円/月 7級以下の職員　3,000円/月

子（0 ～ 22歳） 11,500円/月
16 ～ 22歳は5,000円加算

11,500円/月
16 ～ 22歳は5,000円加算

父母など 7級以下の職員　6,500円/月
　　8級の職員　3,500円/月

7級以下の職員　6,500円/月
　　8級の職員　3,500円/月

住居手当 借家 3,900円～ 27,000円/月 11,000円～ 28,000円/月

通勤手当
交通機関 運賃相当額　上限50,000円/月 運賃相当額　上限150,000円/月

交通用具
市職員 3,800円～ 42,600円/月

2,000円～ 31,600円/月
水道局職員 1,000円～ 30,000円/月

(5) その他の手当（令和７年４月１日現在）

　４．特別職の報酬などの状況（令和７年４月１日現在）

区分 給料月額 期末手当 勤勉手当

給料

市長 965,000円

2.5月 2.1月
副市長 785,000円
教育長 685,000円

水道事業
管理者 680,000円

市職員一般行政職 水道局職員
８級 部長、事務局の長 13人（1.4%）     ０人（0%）
７級 担当部長、参事、総合支所長、事務局の長 16人（1.7%） 2人（2.4%）
６級 課長、主幹 81人（8.6%） 11人（12.9%）
５級 副課長、主査 178人（19.0%） 10人（11.8%）
４級 班長、主任 307人（32.7%） 21人（24.7%）
３級 主任主事、主任技師 144人（15.3%） 20人（23.5%）
２級 特に高度の知識や経験を必要とする業務を行う職務 124人（13.2%）   9人（10.6%）
１級 定型的な業務を行う職務 76人（8.1%） 12人（14.1%）

計 939人  （100%） 85人（100%）

(1) 給与条例に基づく級別職員数の状況（令和７年４月１日現在）

　人事行政の運営などの状況

　１．職員の任免と職員数に関する状況

(2) 退職者の状況（令和６年度）

区分 報酬月額 期末手当 勤勉手当

報酬

議長 540,000円

3.45月 ー
副議長 470,000円
委員長 450,000円

副委員長 445,000円
議員 440,000円

区分 定年退職 応募認定退職 普通退職 その他退職 計
市職員 28人 9人 22人 2人 61人 

水道局職員 1人 1人 1人 0人 3人



区分 職員数
部門 令和５年 令和6年 令和7年

一般
行政
部門

議会 8人 9人 9人
総務企画 252人 256人 262人

税務 72人 68人 68人
民生 199人 199人 201人
衛生 125人 119人 113人
労働 1人 1人 1人

農林水産 61人 64人 61人
商工 29人 32人 31人
土木 195人 193人 187人
小計 942人 941人 933人

特別
行政

教育 110人 104人 106人
小計 110人 104人 106人

普通会計　計 1,052人 1,045人 1,039人

公営
企業等
会計
部門

水道 88人 87人 86人
下水道 18人 18人 19人
病院 84人 90人 94人

その他 77人 81人 80人
小計 267人 276人 279人

合計 1,319人 1,321人 1,318人

(3) 部門別職員数の状況
　 （各年４月１日現在） 区分 応募者 受験者 合格者 採用者

 事務（大学卒業程度) 109人 85人 19人 11人
 事務（高校卒業程度) 42人 32人 8人 6人
 事務（障害者対象) 1人 1人 1人 1人
 事務（職務経験) 37人 36人 9人 9人
 土木（大学・短大卒業程度) 2人 2人 1人 1人
 土木（高校卒業程度) 2人 2人 1人 1人
 土木（職務経験) 0人 0人 0人 0人
 建築（大学・短大卒業程度) 0人 0人 0人 0人
 建築（高校卒業程度) 0人 0人 0人 0人
 建築（職務経験) 0人 0人 0人 0人
 電気（大学・短大卒業程度) 1人 1人 0人 0人
 電気（高校卒業程度) 0人 0人 0人 0人
 機械（大学・短大卒業程度) 0人 0人 0人 0人
 機械（高校卒業程度) 0人 0人 0人 0人
 化学（大学・短大卒業程度) 1人 0人 0人 0人
 保健師（大学卒業程度) 9人 9人 4人 1人
 保健師（職務経験) 2人 2人 1人 1人
 社会福祉士（大学卒業程度) 5人 5人 3人 3人
 保育士・幼稚園教諭
 （大学卒業程度) 9人 7人 4人 3人

 保育士・幼稚園教諭
 （高校卒業程度) 5人 4人 1人 1人

 管理栄養士 10人 7人 2人 2人
 司書（大学卒業程度) 17人 7人 0人 0人
 司書（高校卒業程度) 1人 1人 0人 0人
 司書（職務経験) 3人 3人 1人 1人
 科学センター（職務経験) 1人 1人 1人 0人
 水道局事務（高校卒業程度) 4人 4人 2人 1人
 水道局土木（高校卒業程度) 1人 1人 1人 1人

(4) 採用試験の状況（令和６年度）

　２．職員の人事評価の状況（令和６年度）

　3．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（令和７年 4月 1日現在）

１週間の正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間
38時間45分 午前８時30分 午後５時15分 正午 ～ 午後１時

(1) 勤務時間・休憩時間の状況（標準的なもの）

(2) 休暇の状況
区分 内容

年次有給休暇 　 １年につき20日間

病気休暇 　 負傷または疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認めら
　 れる場合の休暇

特別休暇 　 結婚、出産、忌引などの特別な理由により、勤務しないことが相当である場合の休暇

介護休暇 　 負傷、疾病または老齢により日常生活を営むのに支障がある配偶者や父母などの介護を
　 するため、勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇

　4．職員の休業に関する状況（令和７年４月１日現在）

区分 １年以内 １年～２年以内 ２年超

育児休業
市職員 5人（2人 ) 12人（0人 ) 10人（0人 )

水道局職員 1人（0人 ) 1人（0人 ) ０人（0人 )

　５．職員の分限および懲戒処分の状況（令和６年度）

区分
分限処分 懲戒処分

免職 休職 降任 免職 停職 減給 戒告
市職員 0人 14人 0人 0人 0人 0人 0人

水道局職員 ０人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

　　分限処分とは、公務能率の維持とその適正な運営の確保を目的に、一定の事由がある場合に職員に対
　して行う不利益処分です。懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持することを目的に、一定の義
　務違反がある場合に職員に対して行う不利益処分です。

　6．職員の服務の状況（令和６年度）
(1) 職務専念義務免除の状況
　  研修や厚生に関する計画の実施に参加する場合
     などに職務に専念する義務を免除しています。

　8．職員の研修の状況（令和６年度）
(1) 職場研修    
     コンプライアンス研修、ハラスメント防止研修、交通安全研修などを実施しています。

(2) 職場外研修
区分 階層別研修 一般研修 派遣研修

市職員 297人 2,514人 73人
水道局職員 4人 59人 90人

　9．職員の福祉および利益の保護の状況（令和６年度）
(1) 健康管理事業

区分 公務災害 通勤災害
市職員 ３件 3件

水道局職員 0件 0件

区分 定期健康診断 その他の検診 安全衛生委員会
市職員 757人 841人 20回

水道局職員 18人 64人 12回

(3) 職員共済事業
　  職員の福利厚生制度として、地方公務員法第42条の規定に基づき、職員互助会を設置し、体育文化　  
　  などの元気回復事業、各種給付・助成事業などを実施しています。

(2) 公務災害補償

区分 申請 許可
市職員 9件 9件

水道局職員 3件 3件

(2) 営利企業等従事の状況

(3) 公平委員会の報告事項
区分 勤務状況に関する措置の要求の状況 不利益処分に関する審査請求の状況

市職員 0件 0件

　7．職員の退職管理の状況（令和７年 4月 1日現在）
　　再就職者による依頼などの規制を定めた地方公務員法第 38 条の２に基づき、市職員の退職管理に関
　する規則を制定し、適正な退職管理に努めています。

※（　）内は男性職員の内数

※一般職に属する職員数で、地方公務員の
　身分を保有する休職者、派遣職員などを
　含み、会計年度任用職員、非常勤職員を
　含まない

　　全職員を対象に「能力評価」と「業績評価」による人事評価を実施しており、職員の能力開発、人材育成、
　人材配置、勤勉手当、昇給などに活用しています。


